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「ロケットによる人工衛星等の打上げに係る安全評価基準」の一部改訂について 

 

平成２２年１１月２日 

安 全 部 会 

 

宇宙開発委員会安全部会では、宇宙開発委員会からの平成２２年１０月２７日決定の調査審議の付

託を受け、「ロケットによる人工衛星等の打上げに係る安全評価基準」（以下、「安全評価基準」と

いう。）の改訂についての審議を行ってきたが、このほど、本部会としての結論をとりまとめたので、

下記の通り報告する。 

 今後、ロケットによる人工衛星等の打上げに係る安全性の評価においては、改訂した本基準を用い

て安全対策についての調査審議を行い、安全確保を図ることが必要である。 

 なお、本部会としては、今後のロケットの開発、打上げ等に関する技術の進歩を踏まえて、本基準

を継続的に見直していくことが必要であると考えている。 

 

記 

１． 改訂の趣旨 

安全評価基準が定める整備作業期間中の保安距離は、米国の規格であったAFR127-100に基づいて

いた。実験や研究に基づく知見が蓄積されたため、2010年8月に米国の規格が見直され、発効された

ことから、安全評価基準の改訂の必要性について安全部会において次のとおり調査審議を実施し、

その結果として所要の改訂が必要との結論に至った。 

 

２． 調査審議の状況 

・ 第５回安全部会：平成２２年１１月２日（火） 

  

３． 改訂案の概要 

（１）地上安全対策 整備作業期間における警戒区域 

  整備作業期間における警戒区域として、液体推進薬（ヒドラジン類、四酸化二窒素）のみの場

合と、固体推進薬及び液体推進薬（ヒドラジン類、NTO）が共存する場合の警戒区域について、従

来はAFR127-100に準拠していたが、AFMAN91-201 “EXPLOSIVES SAFETY STANDARDS”に準拠するこ

ととし、表1を修正するとともに、本文の関連箇所の文言の一部を明確化した。 
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Ⅰ 目的、適用 

 

１  目的  

 この基準は、宇宙開発委員会（以下、「委員会」という。）及び同

安全部会（以下、「部会」という。）における、ロケットによる人工

衛星等の打上げ及び再突入機の再突入に係る安全評価のための調査審

議の効率化・円滑化、透明性の確保を図り、もって射場周辺等におけ

る、人命・財産の安全を確保するための対策の適切化、理解の増進、

ロケット打上げ及び再突入機の再突入の円滑化に資することを目的と

する。 

 

（注）再突入機とは、制御して大気圏へ再突入して着地（含着水）す

る宇宙機をいう。 

 

２  適用の範囲等 

 この基準は、Ⅱ以下に示すとおり、個々のロケットによる人工衛星

等の打上げ及び再突入機の再突入に係る ①保安及び防御対策、②地

上安全対策、③飛行安全対策、④安全管理体制に関して適用する。 

 

委員会及び部会は、独立行政法人宇宙航空研究開発機構（以下「機

構」という。）が実施するロケット打上げ及び再突入機の再突入に係

る業務において、この基準が示すⅡ以下の要件に基づき、適切な対策

が講じられているかについて、安全評価のための調査審議を行うもの

とする。 

また、機構が委託に応じてロケット打上げ及び再突入機の再突入に

係る業務を行うときは、機構は、委託者及びその関係者が実施する作

業に関して、この基準が示すⅡ以下の要件に基づき、適切な対策が講

じられているかについて、安全評価を実施するものとする。委員会及

び部会は、打上げ等の委託者及びその関係者が実施する作業に関して、

機構が実施する安全評価に基づき、安全評価のための調査審議を行う

ものとする。 

 

 なお、本基準の適用等に当たり必要となる詳細な事項は、部会にお

いて定めるものとする。 

 

 

Ⅱ  保安及び防御対策 

 

 ロケットによる打上げに際し、その整備作業段階から打上げ目的が達
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成されるまでの間に、ある意図によるまたは結果として破壊・妨害行為

のおそれがある場合、適切な対策を講ずること。 

 

 

Ⅲ  地上安全対策 

 

 ロケットの打上げに際し、射場及びその周辺における人命、財産の安

全を確保するため、ロケットの推進薬等の射場における取扱いから、打

上げ後の後処置作業終了までの一連の作業について、以下に示すとおり、

各々の作業内容に即した適切な安全対策をとることが必要である。 

 

１  ロケットの推進薬等の射場における取扱いに係る安全対策 

 射場における推進薬等（火薬類、高圧ガス及び危険物等）の取扱い

の安全を確保するため、次の対策をとること。 

 

①  推進薬等の取扱いに際しての静電気発生防止 

②  推進薬等の取扱いに際しての保護具の着用 

③  ロケット、人工衛星等への高圧ガスの充填・加圧作業における遠

隔操作又は防護設備の使用 

④  推 進 薬 等 の 取 扱 い 施 設 に 関 す る 防 犯 警 報 装 置 に よ る 常 時 監 視 及

び夜間巡視 

⑤  推進薬等の取扱い施設への発火性物品の持込み規制等 

⑥  その他安全を確保するため必要な対策 

 

２  警戒区域の設定 

 ロケットの打上げに係る作業期間中の各段階に応じて、以下のとお

り、射場周辺の状況を踏まえて、警戒区域を設定して関係者以外の立

入規制を行うこと。 

 なお、以下に記載のない推進薬等を搭載する場合には、別途適切な

換算率を使用し所要の距離を算出すること。 

 

（１）整備作業期間における警戒区域 

 ロケット組立時等の各段階について、事故等の影響を最小限にす

るため、警戒区域は、少なくとも、次の式により計算した保安距離

Ｒ又は表１による保安距離を半径とし、作業地点を中心とする円内

とする。 

 

ア  固体推進薬のみの場合 
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   Ｒ＝２×２．５×（Ｗ ｐ ／２） １ ／ ３  

 

     注  Ｒ：半径（ｍ）、Ｗ ｐ ：推進薬質量（ｋｇ） 

 

イ  液体推進薬（ヒドラジン類、四酸化二窒素類 注 1）のみの場合 
1 

(ｱ)  ヒドラジン類のみの場合 

 表１による保安距離。 

ただし、静的に保管している場合は消防法等国内法による。 

(ｲ)  ＮＴＯのみの場合 

 表１による保安距離。 

ただし、静的に保管している場合は消防法等国内法による。 

(ｳ)  ヒドラジン類及びＮＴＯが共存する場合 

 ヒドラジン類のみについての表１による保安距離と、表１の

Ａ欄において両推進薬合計質量をＴＮＴ爆薬換算率：Ｔ ｅ ＝０．

１により換算した質量に対する保安距離のうち、大きいもの。 

 

ウ  固体推進薬及び液体推進薬（ヒドラジン類、ＮＴＯ）が共存す

る場合 

 

(ｱ)  射点区域における、カウントダウン及びロケットへの衛星結

合作業などの危険性の高い作業時 

 表１のＢ欄において、固体推進薬をＴ ｅ ＝０．０５、液体

推進薬を、Ｔ ｅ ＝０．１で換算した合計質量に対する保安距

離。 

(ｲ)  (ｱ)以外の比較的危険性の低い作業及び保管時 

 表１のＡ欄において、固体推進薬をＴ ｅ ＝０．０５、液体

推進薬を、Ｔ ｅ ＝０．１で換算した合計質量に対する保安距

離。 

(ｳ)  極低温点検、発射リハーサル時 

 （２）項の地上安全に係る警戒区域に準ずる保安距離。 

 

（２）打上げ時における警戒区域 

 打上げ時における警戒区域は、少なくとも、次の地上安全に係る

警戒区域及びⅣ１（２）ア飛行安全に係る警戒区域のうち、いずれ

かに含まれる区域のすべてとする。 

 地上安全に係る警戒区域は、少なくとも、爆風、飛散物、ファイ

                         
1 注１  以下、四酸化二窒素類のことをＮＴＯという。 
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アボールによる放射熱等について、次の（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）

によりそれぞれ計算した保安距離Ｒ、Ｄ及びＦのうち、最も大きい

ものを半径とし、射点を中心とする円内とする。 

 

（Ａ）爆風に対する保安距離 

 

 爆風に対する保安距離は、次の式及び別紙１により計算する。 

 

Ｒ＝（７４／ΔＰ １ ／ １ ． ４ １ ）×｛Σ（Ｔ ｅ ×ｗ ｐ ）｝ １ ／ ３  

 

Ｒ：爆風保安距離（ｍ）、ΔＰ：基準爆風圧（ｋＰａ）、 

ｗ ｐ ：推進薬等質量（ｋｇ） 

 注  固体推進薬のＴ ｅ ＝０．０５ 

ＬＯＸ／ＬＨ ２  のＴ ｅ ＝６．７／ｗ ｐ
１ ／ ３  

第１段、第２段、液体ブースタ等は別々に計算して合算

する。 

ヒドラジン類／ＮＴＯのＴ ｅ ＝０．１ 

火工品のＴ ｅ ＝１  

 

 なお、ロケットの種類に応じて該当する推進薬等の質量を合

算して計算するものとする。 

 

（Ｂ）飛散物に対する保安距離 

 

 飛散物に対する保安距離は、以下の式により計算する。 

 

ア  固体推進薬及び火工品の場合 

 

Ｄ＝１１７×Ｗ ｐ
０ ． ２ １  

 

Ｄ：飛散物保安距離（ｍ） 

Ｗ ｐ ：推進薬等質量（ｋｇ）（各種、各段等の総量） 

 

イ  液体推進薬（ＬＯＸ／ＬＨ ２ 及びヒドラジン類／ＮＴＯ）

の場合 

 

Ｄ＝５９×Ｗ ｐ
０ ． ２ １  

 

Ｄ：飛散物保安距離（ｍ） 
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Ｗ ｐ ：推進薬質量（ｋｇ）（各種、各段等の総量） 

 

ウ  固体推進薬等及び液体推進薬が共存する場合 

 

Ｄ＝１１７×Ｗ ｐ
０ ． ２ １  

 

Ｄ：飛散物保安距離（ｍ） 

Ｗ ｐ ：推進薬等質量（ｋｇ）（各種、各段等の総量） 

 

（Ｃ）ファイアボールによる放射熱に対する保安距離 

 

 別紙２により計算する。 

 

３  航空機及び船舶に対する事前通報 

 打上げ作業期間中の航空機及び船舶の航行の安全を確保するため、

次の手段等により、適切な時期に必要な情報が的確に通報されるよう

に措置すること。 

 

①  ノータム 

②  水路通報 

 

４  作業の停止 

 打上げ作業期間中において、必要な場合は作業の停止を行うことを

含め安全上の措置を講じること。 

 

５  防災対策 

 

（１）防災設備等 

 射場における災害防止のため、次の防災設備及び危険物処理設備

を設置し、防災計画を作成すること。 

 

①  警報装置 

②  防火・消防設備 

③  ヒドラジン等廃液処理設備 

④  その他災害防止のため必要な設備 

 

 また、火災やガスの検知、防犯警報等の情報を集中して常時モニ

ターするとともに、防火、消防、防護設備については、危険作業の

実施に先立ち十分な点検を行うこと。 
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（２）荒天等の対策 

 荒天、襲雷、地震等について警報が発令された場合は、対策を実

施の上速やかに退避すること。 

 次の場合には推進薬の取扱い等危険作業を行わないこと。 

 

①  台風警戒報が発令された場合 

②  雷警戒報が発令された場合 

 

 また、警報解除後には被害調査、安全確認、設備の点検を十分行

うこと。 

 

 

Ⅳ  飛行安全対策 

 

 ロケットによる人工衛星等の打上げに伴い発生する落下物等及びロケ

ットの飛行、及び再突入機の再突入飛行に対する安全対策、並びに航空

機及び船舶の安全確保について、以下に示すとおり、適切な方策を講じ

ることが必要である。 

 

１  打上げ時の落下物等に対する安全対策 

 ロケットによる人工衛星等の打上げに伴い発生する落下物等に対す

る安全を確保するため、飛行計画の策定に際しては次について十分に

安全確保を考慮した設定とすること。 

 

（１）正常飛行時のロケット落下物に対する安全対策 

 ロケット燃え殻等、正常飛行時にロケットから分離投下される物

体について、落下予想区域が可能な限り陸地及びその周辺海域にな

いこと。 

 

（２）ロケットが推力停止した場合の落下物に対する安全対策 

 

ア  飛行安全に係る警戒区域の設定 

 射場及びその周辺において、次について適切な対応が可能とな

るよう、飛行安全に係る警戒区域を設定して、警戒を行うこと。 

 

(ｱ) 射場の周辺における次による被害の発生を防止しうること 

 

①  落下物の衝突 
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②  飛行中に爆発する場合における爆風 

③  固 体 推 進 薬 が 落 下 し 地 面 等 に 衝 突 す る と き 爆 発 （ 二 次 爆

発）するおそれがある場合における、二次爆発による爆風

及び二次破片飛散 

 

(ｲ) さらに、射場周辺の海域に関しては、発射直後の飛行中断に

伴う破片の落下分散を評価し、破片の落下による船舶等の被

害を可能な限り防止すること 

 

イ  飛行経路の設定 

 推力飛行中のロケットが突然推力停止の状態に陥った場合に予

測される落下点の軌跡（落下予測点軌跡）の分散域については、

人口稠密地域から可能な限り離れて通過するよう飛行経路を設定

すること。 

 

２  打上げ時の状態監視、飛行中断等の安全対策 

 ロケットが故障した場合の落下物に対する安全を確保するため、次

の手段等により、飛行中の状態監視を行い、必要な場合には飛行の中

断が安全に行えるよう措置すること。 

 

（１）飛行中の状態監視 

 

①  光学設備 

②  ＩＴＶ 

③  レーダ 

④  テレメータ 

 

（２）飛行中断  （図１参照） 

 

ア  安全の確保のために設定するロケットの飛行を中断した場合に

危害を及ぼしてはならない限度を示す線（落下限界線）の設定 

イ  次のいずれかの場合に該当するとき、ロケットの推力飛行を中

断すること 

 

①  ロ ケ ッ ト 及 び そ の 破 片 の 落 下 予 測 域 が 落 下 限 界 線 を 越 え る

とき。ただし正常飛行範囲を飛行するロケットの飛行中断時

の落下予測域が落下限界線を通過する場合には、その直前ま

での飛行状況を十分監視して、正常であることを条件として、

上記の飛行中断の適用が見合わされる。 
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②  ロケットの監視が不可能となり、ロケット及びその破片の落

下予測域が落下限界線を越えるおそれがあるとき 

③  ロケットの飛行中断機能が喪失する可能性が生じ、かつ、ロ

ケ ッ ト 及 び そ の 破 片 の 落 下 予 測 域 が 落 下 限 界 線 を 越 え る お

それがあるとき 

④  その他、ロケットの推力飛行の続行により安全確保上支障が

生じるおそれがあると判断されるとき 

 

（３）地上とロケットの間において安全上必要なデータ取得、コマンド

送受のための電波リンクの確保 

 

３  再突入機の再突入飛行の安全対策 

 再突入飛行に関しては、以下に示す適切な方策を講じることにより、

安全を確保すること。 

 

（１）再突入着地予定区域の設定 

着地予定区域は以下のいずれかを満たすこと。 

 

①陸地及びその周辺海域にないこと 

②陸地及びその周辺海域に設定する場合には、当該国の了解を得

ること 

 

（２）再突入経路の設定 

 正常飛行時には、（１）の着地予定区域に分散を考慮しても着地

できるよう、再突入経路を設定すること。また、再突入飛行中の再

突入機が制御できず、着地点分散域が着地予定区域から外れる場合

についても、着地点分散域が人口稠密地域から可能な限り離れるよ

う再突入経路を設定すること。 

 

（３）再突入飛行の可否判断の実施 

 再突入飛行に際しては、次の情報等により再突入飛行の実施の可

否を判断すること。 

 

①軌道、位置、姿勢 

②姿勢制御系機能 

③推進系機能 

 

４  航空機及び船舶に対する事前通報 

ロケット打上げ及び再突入機の再突入飛行に際して、航空機及び船 
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舶の航行の安全を確保するため、打上げ前及び再突入飛行前の適切な

時期に必要な情報が的確に通報されるよう措置すること。 

 

 

５  軌道上デブリの発生の抑制 

 軌道上デブリ（軌道上における不要な人工物体）となるものの発生

については、次のとおり対策をとるほか、設計段階から合理的に可能

な限り抑制するように考慮すること。 

 

（１）軌道投入段の破壊・破片拡散防止 

 

①ロケットの軌道投入段について、指令破壊用火工品の誤作動防

止措置をとること 

②液体ロケットについて、可能な限り残留推進薬、残留ガス等を

排出するとともに、排出が完了しない場合にも破壊することが

ないよう、内圧上昇に対して安全弁の設置等の措置を講じるこ

と 

 

（２）分離機構等 

 ロケットの段間分離機構、ロケット・衛星間分離機構、衛星の展

開部品については可能な限り破片等を放出しないように配慮するこ

と。 

 

  

Ⅴ  安全管理体制 

 

 地上安全対策、飛行安全対策を確実に遂行するため、以下のとおり、

適切な体制が整備されていること。 

なお、機構が委託に応じてロケットの打上げ及び再突入機の再突入に

係る業務を行うときは、委託者及びその関係者が実施する作業並びに機

構との責任分担を明確にするとともに、機構において委託者及びその関

係者を含めた安全管理体制を確立すること。 

 

１  安全組織及び業務 

 専ら安全確保に責任を有する組織を整備し、これが緊密な通信手段

により有機的に機能するように措置すること。 

 また、安全上のあらゆる問題点について、打上げ及び再突入飛行の

責任者まで報告される体制を確立すること。 
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２  安全教育訓練の実施 

 ロケットの打上げ及び再突入機の再突入飛行作業に携わる者への安

全教育・訓練を実施するとともに、安全確保に係る事項の周知徹底を

図ること。 

 

３  緊急事態への対応 

 打上げ作業期間中に事故が発生した場合等の緊急事態等に的確に即

応するための体制を確立すること。 

 

 

Ⅵ  その他安全対策実施に当たっての留意事項 

 

 個々のロケットの打上げ及び再突入機の再突入飛行に係る安全対策実

施に当たっては、関係法令を遵守する他、手順書等に基づき安全を確認

しつつ実施するとともに、過去におけるロケットの打上げ及び再突入機

の再突入の経験等と打上げ及び再突入に関する最新の技術的知見を十分

に踏まえて必要な措置をとり、安全確保のため万全を期すること。 

 

 



別紙１ 

 

 爆風に対する保安距離を計算するための基準爆風圧ΔＰ（ｋＰａ）は、

以下の式により計算する。 

 

ΔＰ＝１．３７９ （Ｉ≦１４０ Ｐａ・ｓ） 

 

ΔＰ＝１．３７９×（１４０／Ｉ） ０ ． ２ ４   

         （１４０＜Ｉ＜４００ Ｐａ・ｓ） 

 

ΔＰ＝１．０７３ （Ｉ≧４００ Ｐａ・ｓ） 

 

 Ｉ：インパルス（Ｐａ・ｓ）は、次の２式により計算する。 

 

Ｉ＝｛Σ（Ｔ ｅ ×ｗ ｐ ）｝ １ ／ ３ ×３６７×Ｚ ｛ － １ ． ０ ８ ＋ ０ ． ０ ０ ７ ２ ×ｌ ｎ （ Ｚ ） ｝ 

 

Ｚ＝Ｒ／｛Σ（Ｔ ｅ ×ｗ ｐ ）｝ １ ／ ３  

 

Ｒ：  爆風保安距離（ｍ）  

ｗ ｐ  ：推進薬等質量（ｋｇ） 

固体推進薬のＴ ｅ ＝０．０５ 

ＬＯＸ／ＬＨ ２  のインパルスを計算するためのＴ ｅ  

                  ＝７．８／ｗ ｐ
１ ／ ３  

注  第１段、第２段、液体ブースタ等は別々に計算して合算する。 

ヒドラジン類／ＮＴＯのＴ ｅ ＝０．１ 

火工品のＴ ｅ ＝１  

 

 なお、ロケットの種類に応じて該当する推進薬等を合算して計算するも

のとする。 
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別紙２ 

 

ファイアボールに対する保安距離 

 

ファイアボールに対する保安距離は以下により計算する。 

 

ア  固体推進薬及び火工品の場合 

 

 ファイアボールの放射照度をＩ ｓ （Ｗ／ｍ ２ ）、ファイアボールの持

続時間をｔ ｓ （ｓ）、保安距離をＦ（ｍ）として、次の①、②及び③の

３式により計算したＦと、式①及びＩ ｓ ＝１２５６０により計算したＦ

とのうち、大きいものを保安距離とする。 

 

 

Ｉ ｓ ＝２．６９×１０ ７ ×｛Σ（Ｔ ｅ ×ｗ ｐ ）｝ ０ ． ６ ５ ／Ｆ ２   ・・・式① 

 

ｔ ｓ ＝０．２５８×｛Σ（Ｔ ｅ ×ｗ ｐ ）｝ ０ ． ３ ４ ９  ・・・式② 

 

ｔ ｓ ×Ｉ ｓ
１ ． １ ５ ＝５５０，０００ ・・・式③ 

 

  ｗ ｐ ：推進薬等質量（ｋｇ） 

  固体推進薬のＴ ｅ ＝０．０５、火工品のＴ ｅ ＝１  

 

 

イ  液体推進薬（ＬＯＸ／ＬＨ ２ 及びヒドラジン類／ＮＴＯ）の場合 

 

 ファイアボールの放射照度をＩ Ｌ （Ｗ／ｍ ２ ）、ファイアボールの持

続時間をｔ Ｌ （ｓ）、保安距離をＦ（ｍ）として、次の④、⑤及び⑥の

３式により計算したＦと、式④及びＩ Ｌ ＝１２５６０により計算したＦ

のうち、大きいものを保安距離とする。 

 

 

Ｉ Ｌ ＝８．５８×１０ ６ ×Ｗ ｐ
２ ／ ３ ／Ｆ ２  ・・・式④ 

                                                          

注：固体推進薬を含む他の推進薬がなく、ＬＯＸ／ＬＨ ２ のみの場合は、

係数を８．５８×１０ ６  に０．８５を掛けたものとする。 

 

ｔ Ｌ ＝１．８２×Ｗ ｐ
１ ／ ６  ・・・式⑤ 

 

ｔ Ｌ ×Ｉ Ｌ
１ ． １ ５ ＝５５０，０００ ・・・式⑥ 
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  Ｗ ｐ ：推進薬質量（ｋｇ）（各種、各段等の総量） 

 

ウ  固体推進薬等及び液体推進薬が共存する場合 

 

 (ｱ) ｔ Ｌ ≧ｔ ｓ のとき、 

 

式①、②、④、⑤及び、 

 

ｔ ｓ ×（Ｉ Ｌ ＋Ｉ ｓ ）１ ． １ ５ ＋（ｔ Ｌ －ｔ ｓ ）×Ｉ Ｌ
１ ． １ ５ ＝５５０，０００ 

 

により計算したＦと、式①、②、④、⑤及びＩ Ｌ ＋Ｉ ｓ ＝１２５６０に

より計算したＦのうち、大きいものを保安距離とする。 

 

 (ｲ) ｔ Ｌ ＜ｔ ｓ のとき、 

 

式①、②、④、⑤及び、 

 

ｔ Ｌ ×（Ｉ ｓ ＋Ｉ Ｌ ）１ ． １ ５ ＋（ｔ Ｓ －ｔ Ｌ ）×Ｉ Ｓ
１ ． １ ５ ＝５５０，０００ 

 

により計算したＦと、式①、②、④、⑤及びＩ ｓ ＋Ｉ Ｌ ＝１２５６０に

より計算したＦのうち、大きいものを保安距離とする。 

 

 



kg (lbs) m (ft) m (ft) m (ft) m (ft)
0.1 (0.2) 15.2 (50) 243.8 (800) 43.2 (142) 71.9 (236)
0.2 (0.5) 15.2 (50) 243.8 (800) 43.2 (142) 72.1 (236)
0.3 (0.7) 15.2 (50) 243.8 (800) 48.1 (158) 80.2 (263)
0.5 (1) 15.2 (50) 243.8 (800) 53.3 (175) 88.8 (291)
4.5 (10) 15.2 (50) 243.8 (800) 86.6 (284) 144.4 (474)
9.1 (20) 15.2 (50) 243.8 (800) 96.7 (317) 161.1 (529)

13.6 (30) 15.2 (50) 243.8 (800) 102.5 (336) 170.9 (561)
22.7 (50) 15.2 (50) 243.8 (800) 109.9 (361) 183.2 (601)
45.4 (100) 15.2 (50) 243.8 (800) 120.2 (395) 200.4 (658)
65.4 (144) 15.2 (50) 243.8 (800) 146.3 (480) 243.8 (800)
90.7 (200) 15.2 (50) 243.8 (800) 169.5 (556) 282.6 (927)

136.1 (300) 15.2 (50) 243.8 (800) 198.4 (651) 330.6 (1085)
181.4 (400) 15.2 (50) 243.8 (800) 218.8 (718) 364.7 (1197)
204.1 (450) 15.2 (50) 243.8 (800) 227.2 (746) 378.7 (1243)
226.8 (500) 15.2 (50) 243.8 (800) 228.6 (750) 381.0 (1250)
453.6 (1,000) 15.2 (50) 243.8 (800) 228.6 (750) 381.0 (1250)
2,268 (5,000) 15.2 (50) 243.8 (800) 228.6 (750) 381.0 (1250)
4,536 (10,000) 15.2 (50) 243.8 (800) 228.6 (750) 381.0 (1250)
6,804 (15,000) 15.2 (50) 243.8 (800) 228.6 (750) 381.0 (1250)
9,072 (20,000) 15.2 (50) 243.8 (800) 228.6 (750) 381.0 (1250)

10,567 (23,297) 15.2 (50) 243.8 (800) 228.6 (750) 381.0 (1250)
11,340 (25,000) 15.2 (50) 249.6 (819) 228.6 (750) 381.0 (1250)
13,608 (30,000) 15.2 (50) 265.2 (870) 228.6 (750) 381.0 (1250)
16,785 (37,004) 15.2 (50) 284.5 (933) 243.8 (800) 406.3 (1333)
20,412 (45,000) 15.2 (50) 303.6 (996) 260.2 (854) 433.7 (1423)
22,680 (50,000) 15.2 (50) 314.5 (1,032) 269.5 (884) 449.2 (1474)
31,751 (70,000) 15.2 (50) 351.8 (1,154) 301.5 (989) 502.5 (1649)
45,359 (100,000) 15.2 (50) 396.2 (1,300) 339.6 (1114) 566.0 (1857)
68,039 (150,000) 15.2 (50) 453.6 (1,488) 429.1 (1408) 715.2 (2346)
90,718 (200,000) 15.2 (50) 499.2 (1,637) 506.6 (1662) 844.4 (2770)

113,398 (250,000) 15.2 (50) 537.8 (1,764) 576.2 (1891) 960.4 (3151)
120,201 (265,000) 15.2 (50) 548.3 (1,798) 587.5 (1927) 979.1 (3212)
136,077 (300,000) 15.2 (50) 548.6 (1,800) 612.3 (2008) 1020.5 (3347)
226,795 (500,000) 15.2 (50) 548.6 (1,800) 725.9 (2381) 1209.9 (3969)

（注）AFMAN91-201による
(注１)　NTOの保安距離

15.2m　（一定）
(注２）　ヒドラジン類の保安距離（タンク破壊圧＞６９０ｋPa)

最小保安距離を243.8mとする。
11.11×推進薬量＾(1/3)　ｍ　
120,201kgより多い場合は、548.6m

(注３）　ヒドラジン類、NTOの共存及びこれらと固体推進薬の共存の場合の保安距離（B欄
最小保安距離を71.9mとする。
TNT換算質量<45.4kg ⇒ 107.87 + [24.14 x ln(TNT換算質量)] m 
45.4kg ≤ TNT換算質量≤204.1kg ⇒ -251.87 + [118.56 x ln(TNT換算質量)] m
204.1kg< TNT換算質量≤ 13,608 kg ⇒ 381.0m
13,608 kg < TNT換算質量≤ 45,359 kg ⇒15.87 x TNT換算質量^1/3 m
45,359 kg < TNT換算質量≤ 113,398 kg ⇒ 1.1640 x TNT換算質量^0.577 m
113,398 kg < TNT換算質量⇒ 19.84 x TNT換算質量^1/3 m
ヒドラジン類が存在する場合は最小保安距離を243.8mとする。

(注４）　ヒドラジン類、NTOの共存及びこれらと固体推進薬の共存の場合の保安距離（A欄
Bの値の６０％とする
ヒドラジン類が存在する場合は最小保安距離を243.8mとする。

表１　整備期間中の保安距離

推進薬等質量 NTO(注１） ヒドラジン類(注２）

ヒドラジン類、NTOの共存及びこ
れらと固体推進薬の共存の場

合

A(注４） B(注３）
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（添付） 
 

「ロケットによる人工衛星等の打上げに係る安全評価基準」の一部改訂 

に関する調査審議について 

 

平成２２年１０月２７日 

宇 宙 開 発 委 員 会 

 

１．調査審議の趣旨 

ロケットの打上げ及び再突入機の再突入に係る安全評価については、「ロケットによる人工衛

星等の打上げに係る安全評価基準（平成２１年８月）」（以下「安全評価基準」という。）に基

づき調査審議を行っているところである。 

安全評価基準が定める整備作業期間中の保安距離は、米国の規格であったAFR127-100に基づい

ている（添付1参照）。実験や研究に基づく知見が蓄積されたため、2010年8月に米国の規格が見

直され、発効されたことから（添付2参照）、安全評価基準の改訂の必要性について安全部会に

おいて次のとおり調査審議を行う。 

 

２．調査審議を行う事項 

安全評価基準の地上安全対策における警戒区域の設定（整備作業期間における警戒区域）につ

いて、米国空軍の規格の見直しの影響、安全評価基準の改訂の要否、改訂が必要な場合の改訂内

容について調査審議を行う。 

 

３．日程 

調査審議の結果は、11月中を目途に宇宙開発委員会に報告するものとする。 

 

４．安全部会の構成員 

本調査審議に係る安全部会の構成員は、別紙のとおり。
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（別紙）
宇宙開発委員会安全部会構成員 

 

（委員） 

 部 会 長 井上   一  宇宙開発委員会委員 

部会長代理 森尾  稔  宇宙開発委員会委員（非常勤） 

 

（特別委員） 

飯田 光明  独立行政法人産業技術総合研究所爆発安全研究コア代表 

工藤  勲  北海道大学名誉教授 

熊谷  博  独立行政法人情報通信研究機構理事 

栗林 忠男  慶應義塾大学名誉教授 

河野 通方  独立行政法人大学評価・学位授与機構教授 

佐藤 吉信  国立大学法人東京海洋大学海洋工学部教授 

下平 勝幸  前日本大学理工学部非常勤講師 

首藤 由紀   株式会社社会安全研究所代表取締役所長 

竹ヶ原春貴 公立大学法人首都大学東京大学院システムデザイン研究科

教授 

中島  俊  帝京大学理工学部航空宇宙工学科教授 

中村  順  警察庁科学警察研究所法科学第二部長 

花田 俊也  国立大学法人九州大学大学院工学研究院准教授 

馬嶋 秀行  国立大学法人鹿児島大学大学院医歯学総合研究科教授 

松尾亜紀子 慶應義塾大学理工学部教授 

宮沢 与和  国立大学法人九州大学大学院工学研究院教授 

宮本  晃  日本大学大学院総合社会情報研究科教授 

 - 17 -



（参考）

●宇宙開発委員会の運営等について   （平成十三年一月十日宇宙開発委員会決定） 

文部科学省設置法及び宇宙開発委員会令に定めるもののほか、宇宙開発委員会（以下「委員

会」という。）の議事の手続きその他委員会の運営に関して、以下のとおり定める。 

 

第一章 本委員会 

（開催） 

第一条 本委員会は、毎週１回開催することを例とするほか、必要に応じて臨時に開催できる

ものとする。  

 

（主宰） 

第二条 委員長は、本委員会を主宰する。  

 

（会議回数等） 

第三条 本委員会の会議回数は、暦年をもって整理するものとする。  

 

（議案及び資料） 

第四条 委員長は、あらかじめ議案を整理し必要な資料を添えて本委員会に附議しなければな

らない。 

２ 委員は、自ら必要と認める事案を議案として本委員会に附議することを求めることができ

る。  

 

（関係行政機関の職員等の出席） 

第五条 委員会の幹事及び議案に必要な関係行政機関の職員は、本委員会の求めに応じて、本

委員会に出席し、その意見を述べることができる。 

２ 本委員会は、必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者の出席を求め、その

意見を聞くことができる。  

 

（議事要旨の作成及び配布） 

第六条 本委員会の議事要旨は、本委員会の議事経過の要点を摘録して作成し、本委員会にお

いて配布し、その確認を求めるものとする。  

 

第二章 部会 

（開催） 

第七条 部会は、必要に応じて随時開催できる。 

２ 部会は、部会長が招集する。  

 

（主宰） 

第八条 部会長は、部会を主宰する。  

 

（調査審議事項） 

第九条 部会において調査審議すべき事項は、委員会が定める。  

 

（関係行政機関の職員等の出席） 

第十条 委員会の幹事及び議案の審議に必要な関係行政機関の職員は、部会の求めに応じて、

部会に出席し、その意見を述べることができる。 

２ 部会は、必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の出席を求め、その意見を聞

くことができる。  

 

（報告又は意見の開陳） 

第十一条 部会において調査審議が終了したときは、部会長は、その結果に基づき、委員会に

報告し、又は意見を述べるものとする。  
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（雑則） 

第十二条 本章に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が定める。  

 

第三章 会議の公開等 

（会議の公開） 

第十三条 本委員会及び部会の議事、会議資料及び議事録は、公開する。ただし、特段の事情

がある場合においては、事前に理由を公表した上で非公開とすることができる。  

 

（意見の公募） 

第十四条 本委員会又は部会における調査審議のうち特に重要な事項に関するものについては、

その報告書案等を公表し、国民から意見の公募を行うものとする。  

２ 前項の公募に対して応募された意見については、本委員会又は部会において公開し、審議

に反映する。  

 

（雑則） 

第十五条 本章に定めるもののほか、公開等に関し詳細な事項は、委員長が委員会に諮って定

める。  

 

第四章 その他 

（雑則） 

第十六条 前条までに定めるもののほか、議事の手続きその他委員会の運営に関し必要な事項

は、委員長が委員会に諮って定める。  
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（添付１）

ロケットによる人工衛星等の打上げに係る安全評価基準（抜粋） 

（前略） 

Ⅲ 地上安全対策 

 （中略） 

２ 警戒区域の設定 

 ロケットの打上げに係る作業期間中の各段階に応じて、以下のとおり、射場周

辺の状況を踏まえて、警戒区域を設定して関係者以外の立入規制を行うこと。 

 なお、以下に記載のない推進薬等を搭載する場合には、別途適切な換算率を使

用し所要の距離を算出すること。 

 

（１）整備作業期間における警戒区域 

 ロケット組立時等の各段階について、事故等の影響を最小限にするため、

警戒区域は、少なくとも、次の式により計算した保安距離Ｒ又は表１による

保安距離を半径とし、作業地点を中心とする円内とする。 

ア 固体推進薬のみの場合 

   （省略） 

イ 液体推進薬（ヒドラジン類、四酸化二窒素）のみの場合 

(ｱ) ヒドラジン類のみの場合 

 表１による保安距離。 

(ｲ) 四酸化二窒素（ＮＴＯ） 

 表１による保安距離。 

(ｳ) ヒドラジン類及びＮＴＯが共存する場合 

 ヒドラジン類のみについての表１による保安距離と、表１のＡ欄にお

いて両推進薬合計質量をＴＮＴ爆薬換算率：Ｔｅ＝０．１により換算し

た質量に対する保安距離のうち、大きいもの。 

ウ 固体推進薬及び液体推進薬（ヒドラジン類、ＮＴＯ）が共存する場合 

(ｱ) 射点区域における、カウントダウン及びロケットへの衛星結合作業

などの危険性の高い作業時 

 表１のＢ欄において、固体推進薬をＴｅ＝０．０５、液体推進薬を、

Ｔｅ＝０．１で換算した合計質量に対する保安距離。 

(ｲ) (ｱ)以外の比較的危険性の低い作業及び保管時 

 表１のＡ欄において、固体推進薬をＴｅ＝０．０５、液体推進薬を、

Ｔｅ＝０．１で換算した合計質量に対する保安距離。 

(ｳ) 極低温点検、発射リハーサル時 

 （２）項の地上安全に係る警戒区域に準ずる保安距離。 

 

（以下略）

 - 20 -



表１　整備作業期間中の保安距離
ヒドラジン類、ＮＴＯの共存及び

　推進薬等質量 　　　　ＮＴＯ 　　ヒドラジン類 これらと固体推進薬の共存の場合

　　　　　　Ａ Ｂ

ｋｇ （lbs） m (ft) m (ft) m (ft) m (ft)
91 (200) 11 (35) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
136 (300) 12 (40) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
182 (400) 14 (45) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
227 (500) 15 (50) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
272 (600) 15 (50) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
318 (700) 17 (55) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
363 (800) 17 (55) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
409 (900) 18 (60) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
454 (1,000) 18 (60) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
908 (2,000) 20 (65) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)

1,362 (3,000) 21 (70) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
1,816 (4,000) 23 (75) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
2,270 (5,000) 24 (80) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
2,724 (6,000) 24 (80) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
3,178 (7,000) 26 (85) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
3,632 (8,000) 26 (85) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
4,086 (9,000) 27 (90) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
4,540 (10,000) 27 (90) 183 (600) 229 (750) 381 (1,250)
6,810 (15,000) 29 (95) 366 (1,200) 229 (750) 381 (1,250)
9,080 (20,000) 30 (100) 366 (1,200) 229 (750) 381 (1,250)
11,350 (25,000) 32 (105) 366 (1,200) 229 (750) 381 (1,250)
13,620 (30,000) 34 (110) 366 (1,200) 229 (750) 381 (1,250)
15,890 (35,000) 34 (110) 366 (1,200) 239 (785) 399 (1,310)
18,160 (40,000) 35 (115) 366 (1,200) 250 (820) 418 (1,370)
20,430 (45,000) 37 (120) 366 (1,200) 261 (855) 434 (1,425)
22,700 (50,000) 37 (120) 366 (1,200) 270 (885) 450 (1,475)
24,970 (55,000) 38 (125) 366 (1,200) 277 (910) 463 (1,520)
27,240 (60,000) 38 (125) 366 (1,200) 287 (940) 477 (1,565)
29,510 (65,000) 40 (130) 366 (1,200) 294 (965) 491 (1,610)
31,780 (70,000) 40 (130) 366 (1,200) 302 (990) 503 (1,650)
34,050 (75,000) 40 (130) 366 (1,200) 308 (1,010) 514 (1,685)
36,320 (80,000) 40 (130) 366 (1,200) 315 (1,035) 526 (1,725)
38,590 (85,000) 41 (135) 366 (1,200) 322 (1,055) 536 (1,760)
40,860 (90,000) 41 (135) 366 (1,200) 328 (1,075) 547 (1,795)
43,130 (95,000) 41 (135) 366 (1,200) 334 (1,095) 556 (1,825)
45,400 (100,000) 41 (135) 366 (1,200) 340 (1,115) 565 (1,855)
49,940 (110,000) 43 (140) 549 (1,800) 358 (1,175) 597 (1,960)
54,480 (120,000) 43 (140) 549 (1,800) 378 (1,240) 629 (2,065)
56,750 (125,000) 43 (140) 549 (1,800) 387 (1,270) 645 (2,115)
59,020 (130,000) 44 (145) 549 (1,800) 396 (1,300) 660 (2,165)
63,560 (140,000) 44 (145) 549 (1,800) 413 (1,355) 687 (2,255)
68,100 (150,000) 44 (145) 549 (1,800) 430 (1,410) 716 (2,350)
72,640 (160,000) 46 (150) 549 (1,800) 445 (1,460) 742 (2,435)
77,180 (170,000) 46 (150) 549 (1,800) 462 (1,515) 768 (2,520)
79,450 (175,000) 46 (150) 549 (1,800) 469 (1,540) 782 (2,565)
81,720 (180,000) 47 (155) 549 (1,800) 477 (1,565) 794 (2,605)
86,260 (190,000) 47 (155) 549 (1,800) 492 (1,615) 820 (2,690)
90,800 (200,000) 47 (155) 549 (1,800) 506 (1,660) 844 (2,770)
102,150 (225,000) 49 (160) 549 (1,800) 543 (1,780) 904 (2,965)
113,500 (250,000) 49 (160) 549 (1,800) 576 (1,890) 960 (3,150)
124,850 (275,000) 50 (165) 549 (1,800) 594 (1,950) 991 (3,250)
136,200 (300,000) 50 (165) 549 (1,800) 611 (2,005) 1020 (3,345)
147,550 (325,000) 52 (170) 549 (1,800) 629 (2,065) 1049 (3,440)
158,900 (350,000) 52 (170) 549 (1,800) 645 (2,115) 1074 (3,525)
170,250 (375,000) 53 (175) 549 (1,800) 660 (2,165) 1099 (3,605)
181,600 (400,000) 53 (175) 549 (1,800) 674 (2,210) 1123 (3,685)
192,950 (425,000) 55 (180) 549 (1,800) 686 (2,250) 1146 (3,760)
204,300 (450,000) 55 (180) 549 (1,800) 701 (2,300) 1167 (3,830)
215,650 (475,000) 55 (180) 549 (1,800) 713 (2,340) 1189 (3,900)
227,000 (500,000) 55 (180) 549 (1,800) 725 (2,380) 1210 (3,970)

（注） AFR127-100による。  
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米国規格の主な見直し内容 （添付２）
 

１． ヒドラジン類の保安距離 

 

 

２． ＮＴＯの保安距離 

 

推進薬等質量（ｋｇ） 

（注）この他に大容量タンク等を対象としたものがある。 

ＮＴＯ保安距離 

推進薬等質量（ｋｇ） 

（一定圧力を越えるタンク等を対象としたもの） 
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３．ヒドラジン類/ＮＴＯ共存及びこれらと固体推進薬が共存する場合の保安距離 

推進薬等質量（ｋｇ） 

ＰＴＲＤ 

ＩＢＤ 
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